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インターネット開示事項 

 

 

 

 

１．業務の適正を確保するための体制および当該体制の

運用状況 

２．連結計算書類の連結株主資本等変動計算書 

３．連結計算書類の連結注記表 

４．計算書類の株主資本等変動計算書 

５．計算書類の個別注記表 

 

（2021年４月１日から2022年３月31日まで） 

 

 

 

シキボウ株式会社 

 

「業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況」「連結計算

書類の連結株主資本等変動計算書」、「連結計算書類の連結注記表」、「計

算書類の株主資本等変動計算書」および「計算書類の個別注記表」につきま

しては、法令および当社定款第18条の規定に基づき、当社ウェブサイト

(http://www.shikibo.co.jp/)に掲載することにより株主の皆様に提供して

おります。 
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況 

（業務の適正を確保するための体制） 

当社では、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制およびその他会

社の業務の適正を確保するための体制を整備するため、「内部統制システムの基本方針」を次のとおり定

めております。 

１．当社および当社の子会社の取締役・執行役員および使用人の職務の執行が法令および定款に適合

することを確保するための体制 

(1) 当社および当社の子会社からなる企業集団（以下、「シキボウグループ」という。）は、法

令遵守と企業倫理遂行の立場を明確にするため、行動規範および行動基準を定め、これを「シ

キボウグループコンプライアンスマニュアル」として策定し、周知しております。 

(2) 当社は、コンプライアンス全体を統括する組織として、当社の代表取締役社長執行役員を委

員長とし当社の取締役・執行役員・幹部社員およびシキボウグループ子会社各社の代表者を委

員とする「シキボウグループコンプライアンス委員会」を設置し、行動規範および行動基準の

管理および改訂を行っております。 

(3) 当社は、企業統治機能の強化を図るための組織として、内部監査部門を設置し、内部統制シ

ステムのより一層の強化を図っております。 

(4) 当社は、内部通報制度を設け、違法行為等が発生し、または発生するおそれがあると判断し

た場合には、内部通報窓口に直ちに通報するものとする社内規程を定めております。 

(5) シキボウグループにおける内部統制の強化を図るため、前(3)で取り決めた内部統制システム

および前(4)で取り決めた内部通報制度の対象範囲をシキボウグループ全体としております。 

(6) シキボウグループとしての財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制シス

テムを構築しております。 

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

(1) 当社は、法令および社内規程に定める文書保存期間に従い、適切に文書等の保存および管理

を行っております。 

(2) 情報の管理については、営業秘密に関する社内規程や運用指針、個人情報の保護に関する社

内規程等により基本的事項を定め、業務の適正円滑な遂行を図っております。 

(3) 情報の適切な管理を行うため、法令および社内規程に定める開示ルールに従い、情報の適時

開示に努めております。 

３．当社およびシキボウグループ子会社各社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(1) 当社は、取締役会、監査等委員会および経営会議により業務執行状況の把握に努めておりま

す。また、管理部門各セクションによる日常的なチェックにより内部統制およびリスク管理に

対するサポートを行い、企業価値を損なうリスクの発生を未然に防止するために必要な措置ま

たはリスクを最小化するために必要な措置を講じております。 

(2) 万一事故やトラブル等の緊急事態が発生した場合は、経営トップを本部長とする対策本部を

設置し、情報の収集と指揮命令系統の一元化を図り、危機管理に当たることとしております。 
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(3) 前(1)および(2)の損失の危機の管理の対象範囲をシキボウグループ全体とし、必要な規程、

体制を構築しております。 

４．当社およびシキボウグループ子会社各社の取締役・執行役員および使用人の職務の執行が効率的

に行われることを確保するための体制 

(1) 当社は、毎月１回定例の取締役会を開催し、経営の最高方針および経営に関する重要な事項

を決定し、取締役の職務執行を監督しております。また、主として執行役員をもって構成され

る経営会議を原則として月２回開催し、重要な業務執行を審議決定しております。 

(2) 当社は、経営管理上の重要事項の指定、意思決定のプロセス、周知徹底および記録保存等の

取扱いについては社内規程を定めております。さらに、取締役会で決議すべき事項およびその

他の重要事項は、取締役会規則、経営会議規程および重要事項取扱規程に定め、法令および定

款の定めに則った適法かつ円滑な運営を図っております。 

(3) シキボウグループ子会社各社において、各社の取締役およびその使用人の職務の執行が効率

的に行われるよう、原則として３か月に１回以上の取締役会を開催し、経営の方針および経営

に関する重要な事項を審議決定する旨の社内規程を定めております。 

(4) 当社およびシキボウグループ子会社各社において、各社の経営管理上の重要事項の指定、意

思決定のプロセス、周知徹底および記録保存等の取扱いについて、必要な社内規程を定め、そ

の体制を整えております。 

５．シキボウグループにおける業務の適正を確保するための体制 

当社は、シキボウグループの繁栄と成長を目指し、その総合力発揮に資するため、シキボウグ

ループ各社の管理に関する社内規程を定めております。この規程に基づき、シキボウグループ子

会社各社の重要事項は、当社の取締役会への付議または報告を要することとしております。 

６．監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項、当該取締役および使用人の

他の取締役（監査等委員を除く。）からの独立性に関する体制ならびに当該取締役および使用人に

対する指示の実効性の確保に関する体制 

(1) 監査等委員会の下に監査等委員会事務局を設置し、監査等委員の職務を補助する使用人が業

務にあたっております。 

(2) 監査等委員会事務局の担当者は、監査等委員会より指示された業務の実施に関して、取締役

（監査等委員を除く。）からの指示、命令を受けないこととしております。 

(3) 監査等委員会事務局の担当者の人事異動に関しては、事前に監査等委員会に報告し、その了

承をえることとしております。 

７．当社およびシキボウグループ子会社各社の取締役・執行役員、監査役および使用人が当社の監査

等委員会に報告をするための体制および監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するた

めの体制 

(1) 当社の取締役および執行役員は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを

発見したときは、法令に従い直ちに監査等委員会に報告することとしております。 

(2) 当社の使用人ならびにシキボウグループ子会社各社の取締役、監査役および使用人は、違法
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行為等が発生し、または発生するおそれがあると判断した場合には、当社またはシキボウグル

ープ子会社各社の内部通報制度に従い内部通報窓口に直ちに通報するものとし、通報を受けた

内部通報窓口部署は、それぞれの内部通報制度に従い、当社の監査等委員会に対して内部通報

事案についての調査・対応に関する報告を行うこととしております。 

(3) 当社は、内部通報窓口への通報を行った者ならびに監査等委員会または内部通報窓口へ報告

を行った当社およびシキボウグループ子会社各社の役職員に対し、当該通報・報告をしたこと

を理由として不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当社およびシキボウグループ子会

社各社の取締役・執行役員、監査役および使用人に周知しております。 

(4) 当社の監査等委員は、代表取締役と定期的に会合をもつほか、重要な意思決定の過程および

業務の執行状況を把握するため、取締役会、経営会議その他の重要な会議または委員会に出席

し、必要に応じて業務執行に関する重要な書類を閲覧し、シキボウグループの取締役（監査等

委員を除く。）・執行役員、監査役または使用人にその説明を求めることができるものとして

おります。 

(5) 当社の監査等委員会は、シキボウグループの取締役（監査等委員を除く。）・執行役員、監

査役および使用人から報告を受けるほか、会計監査人および内部監査部門等と緊密な連携を保

ち、効率的な監査の実施に努めるものとしております。 

(6) 当社は、当社の監査等委員がその職務の遂行について、当社に対し、会社法第399条の2第4項

に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用または債務が当該監査等委

員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）に必要でないと認められ

た場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理することとしております。 

 

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要） 

当社は、監査等委員会制度を採用しており、取締役会の監視・監督機能の強化、権限の委譲による迅速

な意思決定ならびに業務執行による経営の公正性、透明性および効率性の向上など、コーポレート・ガバ

ナンス体制の強化を図っております。 

当社グループにおける業務の適正を確保するための体制の運用状況の概況は、以下のとおりであります。 

①取締役会は19回開催され、経営に関する重要な事項を決定するとともに、取締役の職務執行を監督

いたしました。 

②監査等委員会は19回開催され、監査方針、監査計画を協議決定し、取締役の業務執行の適法性およ

び妥当性について監査、監督いたしました。また、監査等委員は、毎四半期決算ごとの監査法人と

の情報交換のための面談に出席しております。 

③監査等委員は、内部監査に係る監査結果報告書を定期的に閲覧するほか、内部監査部門と面談し情

報交換を実施いたしました。 

④当社では、独立性・客観性を担保するため、社外取締役を主要な構成員とする任意の諮問委員会で

ある「人事委員会」を設置しており、役員の人事および報酬等に関し審議し、取締役会へ答申して

います。 
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（単位：百万円）

会計 方針 の変 更に よる

累 計 的 影 響 額

剰 余 金 の 配 当

親 会 社 株 主 に 帰 属

す る 当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

連結子会社株式の取得によ

る 持 分 の 増 減

株主 資本 以外 の項 目の

当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

会計 方針 の変 更に よる

累 計 的 影 響 額

剰 余 金 の 配 当

親 会 社 株 主 に 帰 属

す る 当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

連結子会社株式の取得によ

る 持 分 の 増 減

株主 資本 以外 の項 目の

当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

△ 5 △ 5

11,336 974 8,343 △ 1,234 19,418

146 △ 46 13,381 △ 1,523 △ 422 11,535

△ 77

当 期 変 動 額

当 期 首 残 高

連結株主資本等変動計算書

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

株 主 資 本 合 計

19,424

△ 434

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式

11,336 974 8,348 △ 1,234

会計方針の変更を反映した

当 期 首 残 高

当 期 末 残 高

当 期 変 動 額 合 計

当 期 変 動 額

当 期 首 残 高

当 期 末 残 高

当 期 変 動 額 合 計

11,336 896

146 △ 46 13,381 △ 1,523

会計方針の変更を反映した

当 期 首 残 高

141 5

△ 434

- △ 77 △ 385 968 504

△ 0△ 0

49

13

49

13

7,957 △ 266 19,923

955 877

その他有価証

券評価差額金

繰 延ヘ ッジ

損 益

土 地再 評価

差 額 金

為替換算調整

勘 定

退職給付に係

る調整累計額

その他の包括

利 益累 計額

合 計

そ　の　他　の　包　括　利　益　累　計　額

非 支 配

株 主 持 分
純 資産 合計

△ 422 11,535 895 31,855

△ 434

△ 5

31,850895

13

49

- 299 1 348 △ 893 △ 41

△ 0

877

13,381 △ 1,224 △ 420 11,883 1 31,808

△ 4 51 - 299 1 348 △ 893 △ 545

△ 4 51
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連結注記表 

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項） 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社は24社であり、主要な連結子会社は、新内外綿株式会社、敷島カンバス株式会社、

株式会社シキボウサービス、株式会社マーメイドスポーツ、シキボウリネン株式会社、丸ホーム

テキスタイル株式会社及び株式会社マーメイドテキスタイルインダストリーインドネシアであり

ます。 

２．連結の範囲の重要な変更 

株式会社マーメイドアパレルは、当期中に会社を清算したため、連結の範囲から除外しており

ます。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社24社のうち、株式会社マーメイドテキスタイルインダストリーインドネシア、敷紡

（香港）有限公司、敷紡貿易（上海）有限公司、上海敷島家用紡織有限公司、湖州敷島福紡織品

有限公司、ジェイ．ピー．ボスコ株式会社及び敷島工業織物（無錫）有限公司の事業年度の末日

は12月31日、また、新内外綿株式会社及び株式会社ナイガイテキスタイルの事業年度の末日は３

月25日であります。連結計算書類作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。 

４．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①  有価証券 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法を採用しております。 

②  デリバティブ 

時価法を採用しております。 

③  棚卸資産 

総平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

なお、連結子会社については、主として移動平均法に基づく原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法）を採用しております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①  有形固定資産（リース資産を除く） 

主として定率法を採用しております。 
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ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、2016年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物、賃貸用店舗については、定額法を採用しており

ます。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

②  無形固定資産（リース資産及びのれんを除く） 

定額法を採用しております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によります。 

③  リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数として、残存価額を零（残価保証がある場合は当該金額）とする

定額法を採用しております。 

④  長期前払費用 

定額法を採用しております。 

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

主として、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

②  賞与引当金 

主として、従業員（使用人兼務役員の使用人分を含む）に対して支給する賞与の支出に

充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。 

③  役員退職慰労引当金 

国内連結子会社の一部については、役員の退任により支払う退職慰労金に充てるため、

内規に基づく当連結会計年度末日要支給見込額を計上しております。 

④  修繕引当金 

長期賃貸契約を締結している大規模商業施設等における将来の定期的な修繕に要する支

出に備えるため、当連結会計年度に負担すべき金額を計上しております。 

⑤  火災損失引当金 

当社の海外連結子会社である株式会社マーメイドテキスタイルインダストリーインドネ

シアにおける火災により被災した資産の復旧等に要する支出に備えるため、今後発生する

と見込まれる金額を計上しております。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 
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従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務に基づき計上し

ております。 

①  退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。 

②  数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（主として10年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しております。 

未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の未処理額については、税効果を調整の

上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上して

おります。 

(5) 重要な収益及び費用の計上基準 

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行

義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の

とおりであります。 

①  繊維セグメント 

繊維セグメントにおいては、主に繊維製品の製造販売を行っております。当該販売につ

いては、顧客に引き渡された時点又は顧客が検収した時点で収益を認識しております。た

だし、当該国内の販売については、出荷時点で収益を認識しております。 

なお、当該販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについ

ては、他の当事者が提供する製品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控

除した純額を収益として認識しております。 

②  産業材セグメント 

産業材セグメントにおいては、主に工業用品、化成品等の製造販売を行っております。

当該販売については、顧客に引き渡された時点又は顧客が検収した時点で収益を認識して

おります。ただし、当該国内の販売については、出荷時点で収益を認識しております。 

③  不動産・サービスセグメント 

不動産・サービスセグメントにおいては、主に不動産賃貸、リネンサプライ業等を行っ

ており、これらは国内のみの取引となっております。 

不動産賃貸業においては賃貸借契約期間に基づく契約上の収受すべき月当たりの賃借料

を基準として、その経過期間に対応する賃借料を計上しております。リネンサプライ業等

は契約における義務を履行したときに収益を認識しております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 
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①  ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債

務等については、振当処理を行っております。また、金利スワップについては特例処理の

要件を満たしている場合は、特例処理を採用しております。 

②  ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段     ヘッジ対象 

為替予約      外貨建予定取引 

金利スワップ    借入金 

③  ヘッジの方針 

為替レート変動によるリスク及び有利子負債の金利変動に対するリスクをヘッジする目

的で行っております。 

④  ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象について、それぞれの既に経過した期間におけるキャッシュ・

フロー累計額を比較して有効性の判定を行っております。 

ただし、為替予約については、すべて将来の購入予定等に基づいており、外貨建予定取

引の実行可能性が極めて高いため、有効性の判定を省略しております。 

また、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の判定を省略しておりま

す。 

(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項 

①  連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

②  連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社及び国内連結子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度からグループ通算制度

へ移行することとなります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法

律第８号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行

にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグルー

プ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 

2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及

び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 

なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及

び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度

を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月

12日）を適用する予定であります。 
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（重要な会計上の見積り） 

１．固定資産の減損 

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

①  減損の兆候が識別され、当連結会計年度に減損損失を計上した資産グループ 

該当事項はありません。 

 

②  減損の兆候が識別されたものの、当連結会計年度に減損損失を計上していない資産グループ 

固定資産帳簿価額 

シキボウ株式会社繊維部門 1,306 百万円 

上海敷島家用紡織有限公司   17 百万円 

小田陶器株式会社      259 百万円 

Ｊリネンサービス株式会社   57 百万円 

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

当社グループは減損損失の算定に当たり、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フロ

ーを生み出す最小の単位に基づきグルーピングを行っております。遊休資産については、物

件単位ごとにグルーピングを行っております。 

減損の兆候判定については、資産又は資産グループの営業損益が継続してマイナスとなっ

た場合、収益性の低下、時価が著しく下落した場合等に減損の兆候があるものとしています。 

減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから得られ

る割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しています。その際の回収可能価額は正

味売却価額又は使用価値により算定しています。 

正味売却価額は、主として不動産鑑定士による鑑定評価額を合理的に算定された価額とし、

当該鑑定評価額から、過去実績などを参考に合理的に見積もった処分費用見込額を控除して

算定しております。 

使用価値は、取締役会で承認された中期経営計画と整合した将来キャッシュ・フローに基

づいて算定しております。 

そのため、中期経営計画の前提となった仮定に変更が生じた場合又は鑑定評価の前提とな

った対象物件周辺の不動産市況悪化等が発生した場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類

において減損損失が発生する可能性があります。 

２．火災損失引当金 

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

321百万円 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

2021年９月８日に当社の海外連結子会社である株式会社マーメイドテキスタイルインダス

トリーインドネシアにおいて発生した火災による復旧費用を火災損失引当金として計上して



―10― 

おります。当該引当金は、現時点で合理的に見積もり可能な範囲における金額であります。 

復旧費用について見積りに重要な変更があった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類

において影響を与える可能性があります。 

 

(会計方針の変更) 

１．収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に

移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識すること

としております。 

これにより、代理人として行われる取引について、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益

として認識しておりましたが、純額で収益を認識する方法に変更しております。また、有償支給

取引について、従来は有償支給した支給品について消滅を認識しておりましたが、支給品を買い

戻す義務を負っている場合、当該支給品の消滅を認識しない方法に変更しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積

的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を

適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の

期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会

計方針を遡及適用しておりません。 

この結果、当連結会計年度の売上高は６億53百万円減少し、売上原価は６億60百万円減少し、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ６百万円増加しております。また、

原材料及び貯蔵品は４億55百万円、流動負債その他は４億55百万円それぞれ増加しております。

さらに、利益剰余金の当期首残高は５百万円減少しております。 

１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

２．時価の算定に関する会計基準等の適用 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日。以下「時価算定会計

基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商

品に関する会計基準」（企業会計基準第10号2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱

いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとし

ています。なお、連結計算書類に与える影響はありません。 
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（連結貸借対照表に関する注記） 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保に供している資産 

 土地 31,691 百万円 

 建物等 11,494  

 預金（質権） 323  

 その他（投資その他の資産） 135  

           計 43,644  

        うち工場財団  (10,767 ) 

 

担保に係る債務 

 金融機関からの借入金 13,782百万円 

 預り敷金・保証金（返済１年以内のものを含む） 4,047 

           計 17,830 

 

なお、その他（投資その他の資産）10百万円を関税法に基づく輸入許可前引取り承認制度とし

て担保に差入れており、対応する債務はありません。 

２．有形固定資産の減価償却累計額 60,925百万円 

減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。 

３．土地の再評価 

当社及び連結子会社である株式会社シキボウ堺において、「土地の再評価に関する法律」（平

成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平

成11年３月31日改正）に基づき事業用土地の再評価を行い、当該再評価差額のうち、法人税その

他の利益に関連する金額を課税基準とする税金に相当する金額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資

産の部に計上しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３

号に定める「地方税法」（昭和25年法律第226号）第341条第10号の土地課税台帳または同条

第11号の土地補充課税台帳に登録されている価格に合理的な調整を行って算出しております。 

 

再評価を行った年月日 

2000年３月31日 

再評価を行った土地の連結会計年度の末日における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

12,897百万円 

４．受取手形裏書譲渡高  11百万円
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（連結損益計算書に関する注記） 

火災損失 

当連結会計年度（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日） 

2021年９月８日に当社の海外連結子会社である株式会社マーメイドテキスタイルインダストリ

ーインドネシアにおいて発生した火災による損失額784百万円であり、棚卸資産の滅失損失、固定

資産の滅失損失及び復旧費用であります。当該損失には、現時点で合理的に見積もり可能な範囲

における金額を含んでおります。 

なお、火災に伴う損失額について保険金の受け取りが見込まれ、2023年３月期（2022年４月１

日～2023年３月31日）に大部分を特別利益として計上する見込みであります。当連結会計年度に

おいては、特別利益54百万円を計上しております。 

 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 
当連結会計年度

期     首 
増加 減少 

当連結会計年度

期     末 

普通株式 11,810,829株 － － 11,810,829株 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 
当連結会計年度

期 首 
増加 減少 

当連結会計年度

期 末 

普通株式 1,021,908株 1,071株 796,316株 226,663株 

   （注）普通株式の自己株式には、信託が保有する自社の株式が、当連結会計年度期首に77,454株、

当連結会計年度期末に64,782株含まれております。 

    (変動事由の概要) 

         増加数の内訳は、次のとおりであります。  

       単元未満株式の買取請求による増加                           1,071株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

株式給付信託からの株式の給付による減少                    12,672株 

新内外綿株式会社との株式交換による減少                   598,684株 

株式会社マーメイド広海との株式交換による減少             184,960株 

 

３．配当に関する事項 

(1) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１ 株 当 た り 

配 当 額 
基準日 効力発生日 

2021年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 434百万円 40.0円 2021年３月31日 2021年６月30日 
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(2) 当連結会計年度の末日以降に行う予定の剰余金の配当に関する事項 

決議予定 株式の種類 配当の原資 
配 当 金 の 

総 額 

１株当たり

配 当 額 
基準日 効力発生日 

2022年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 465百万円 40.0円 2022年３月31日 2022年６月30日 

 

（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調

達しております。 

一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブ取引については、

後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金(電子記録債権を含む)は、顧客の信用リスクに晒され

ております。また、一部海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替変動

リスクに晒されております。 

投資有価証券は、余資運用及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動

等のリスクに晒されております。 

営業債務である支払手形及び買掛金(電子記録債務を含む)は、すべてが１年以内の支払期

日であります。また、その一部には、原料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替変動

リスクに晒されております。 

借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な

資金の調達を目的としたものであり、返済期日は、決算日後、最長で12年後であります。変

動金利の資金調達もあり、金利の変動リスクに晒されておりますが、一部はデリバティブ取

引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。 

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替変動リスクに対するヘッジ取引

を目的とした為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的

とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、

ヘッジの方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「会計方針に関する事項」

の「重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①  信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、各事業部門及び財務経理部が連携し、

取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早

期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて、

同様の管理を行っております。 
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デリバティブ取引については、契約先はいずれも信用度の高い国内の金融機関であるた

め、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。 

②  市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社及び一部の連結子会社は、外貨建て営業債権債務について、通貨別月別に把握され

た為替変動リスクに対して、先物為替予約を利用してヘッジしております。なお、為替相

場の状況により、輸入に係る予定取引等により確実に発生すると見込まれる外貨建営業債

権債務に対する先物為替予約を行っております。 

また、当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップを

利用しております。 

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状

況等を把握し、保有状況を見直しております。 

デリバティブ取引については、各社共通の「リスク管理規程」を設け、その取引内容状

況、リスク状況、損益の状況等の管理及びその執行を各社の経理部門で行っております。 

③  資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとと

もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（(注)参照）。 

また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金（電子記録債権を含む）、支払

手形及び買掛金（電子記録債務を含む）、短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価格

に近似することから、注記を省略しております。 

 

 

連結貸借 

対 照 表 

計 上 額 

(百万円) 

時 価 

(百万円) 

差 額 

(百万円) 

 投資有価証券    

   その他有価証券 700 700 ― 

資 産 計 700 700 ― 

 社債（１年内償還社債含む） 4,550 4,539 △10 

 長期借入金（１年内返済長期借入金

含む) 
15,373 15,355 △17 

負 債 計 19,923 19,895 △27 

デリバティブ取引（※） 8 8 ― 

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

 

(注) 市場価格のない株式等 

区   分 連結貸借対照表計上額（百万円) 

非上場株式（※１） 168 

敷金及び保証金（負債）（※２） 4,146 

(※１) 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため、時価開示の対象としておりません。 

(※２) 敷金及び保証金（負債）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価  

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価  
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時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。 

 

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

  当連結会計年度（2022年3月31日） 

区分 時価（百万円） 

レベル1 レベル2 レベル3 合計 

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 700 ― ― 700 

     

デリバティブ取引     

通貨関連 ― 58 ― 58 

金利関連 ― ― ― ― 

資 産 計 700 58 ― 758 

デリバティブ取引     

通貨関連 ― ― ― ― 

金利関連 ― △50 ― △50 

負 債 計 ― △50 ― △50 

 

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

当連結会計年度（2022年3月31日） 

区分 時価（百万円） 

レベル1 レベル2 レベル3 合計 

社債 ― 4,539 ― 4,539 

長期借入金 ― 15,355 ― 15,355 

     

負 債 計 ― 19,895 ― 19,895 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

 

投資有価証券 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。 
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デリバティブ取引 

金利スワップ及び為替予約の時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定し

ており、レベル２の時価に分類しております。 

 

社債 

当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該社債の残存期間及び信用リスクを加

味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

長期借入金 

長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利

率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

（賃貸等不動産に関する注記） 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社及び一部の連結子会社では、大阪府、兵庫県、高知県その他の地域において、賃貸収益を

得ることを目的として賃貸オフィスビルや賃貸商業施設等を所有しております。 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

賃貸等不動産に関する当連結会計年度末の連結貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりであ

ります。 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円) 

当連結会計年度末の時価 

(百万円) 

賃貸等不動産 31,469 31,652 

 

(注)１．取得原価から減価償却累計額を控除しております。 

(注)２．当連結会計年度末の時価は、以下によります。 

主要な物件については「不動産鑑定評価基準」に基づく外部機関による算定額、そ

の他の物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指

標を用いて調整した金額によっております。 
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（収益認識に関する注記） 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

当連結会計年度(自  2021年４月１日  至  2022年3月31日) 

（単位：百万円）     

 報告セグメント 

 繊維 産業材 
不動産・ 
サービス 

計 

   日本 14,997 11,076 2,423 28,498 

  アジア 1,952 889 ― 2,841 

  その他の地域 1,666 56 ― 1,722 

  顧客との契約から生じる 
収益 

18,616 12,022 2,423 33,062 

  その他の収益（注） ― ― 2,607 2,607 

   外部顧客への売上高 18,616 12,022 5,031 35,670 

（注）「その他の収益」は企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく不

動産賃貸収入等であります。 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

① 繊維セグメント 

当社及び連結子会社では、繊維セグメントにおいて、主として日本、アジアの顧客に対

して、繊維製品の製造販売を行っております。 

履行義務の充足時点について、国内の販売においては、製造出荷時から当該製品の支配

が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識して

おります。出荷日から納入日までの期間が通常よりも長くなるものについては、納入日に

収益を認識しております。海外の販売においては、インコタームズの取引条件のF及びCグ

ループは船荷証券の発行日（B/L date）に収益を認識し、Dグループは目的地到着日に収益

を認識しております。 

これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね１

年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。 

また、製品の販売のうち、輸入代行業務及び一部の商品取引について、約束の履行に対

する主たる責任、在庫リスク、価格設定の裁量権がないことから、当社及び連結子会社は

代理人に該当すると判断しており、他の当事者が提供する製品と交換に受け取る額から当

該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。 

② 産業材セグメント 

当社及び連結子会社では、産業材セグメントにおいて、主として日本、アジアの顧客に
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対して、工業用品、化成品等の製造販売を行っております。 

履行義務の充足時点について、国内の販売においては、製造出荷時から当該製品の支配

が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識して

おります。出荷日から納入日までの期間が通常よりも長くなるものについては、納入日に

収益を認識しております。海外の販売においては、インコタームズの取引条件のF及びCグ

ループは船荷証券の発行日（B/L date）に収益を認識し、Dグループは目的地到着日に収益

を認識しております。 

これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね１

年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。 

③ 不動産・サービスセグメント 

当社及び連結子会社では、不動産・サービスセグメントにおいて、主として日本の顧客

に対して不動産賃貸、リネンサプライ業等を行っております。リネンサプライ業等につい

ては、国内のみの取引となり、契約における義務を履行したときに収益を認識しておりま

す。 

これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね１

年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。 

 

３． 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並び

に当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる

収益の金額及び時期に関する情報 

 

契約負債の残高等 

（単位：百万円） 

 顧客との契約から生じた債権（期首残高） 8,155 

 顧客との契約から生じた債権（期末残高） 8,819 

 契約負債（期首残高） 15 

 契約負債（期末残高） 39 

 

契約負債は主に、製品の引渡前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照表上、流動負

債のその他に含まれております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 2,745円79銭

１株当たり当期純利益 4円38銭

(注) 株式報酬制度（役員向け株式給付信託）に関する株式会社日本カストディ銀行（信託口）

が所有する自社の株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する

自己株式数に含めており、また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算に
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おいて控除する自己株式に含めております。 

１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当連結会計年度は

64,782株であり、１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株

式数は、当連結会計年度は68,681株であります。 

なお、（会計方針の変更）に記載のとおり、当連結会計年度より「収益認識に関する会計

基準」等を適用しております。この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額は0.02円増

加し、１株当たり当期純利益金額は0.48円増加しております。 

 

（追加情報） 

（株式給付信託（BBT）） 

１．取引の概要 

本制度は、当社が信託に対して金銭を拠出し、当該信託が当該金銭を原資として当社株式を取

得し、当該信託を通じて当社の取締役等に対して、当社が定める役員報酬に係る役員株式給付規

程に従って、従来の金銭報酬の一部を株式に換えて各取締役等の役位に応じて当社株式を給付す

る株式報酬制度です。なお、当社の取締役等が当社株式の給付を受ける時期は、原則として取締

役等の退任時となります。 

２．信託に残存する自社の株式 

本制度の導入に伴い、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が、当社株式925,000株を取得

しております。なお、2017年10月１日を効力発生日として普通株式10株につき１株の割合で株式

併合を実施しております。 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額

及び株式数は、69百万円及び64,782株であります。 
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（単位：百万円）

会計 方針 の変 更に よる

累 計 的 影 響 額

剰 余 金 の 配 当

利 益 準 備 金 の 積 立

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株 式 交 換 に よ る 増 加

株 主 資 本 以 外 の

項 目 の 事 業 年 度 中 の

変 動 額 （ 純 額 ）

会計 方針 の変 更に よる

累 計 的 影 響 額

剰 余 金 の 配 当

利 益 準 備 金 の 積 立

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株 式 交 換 に よ る 増 加

株 主 資 本 以 外 の

項 目 の 事 業 年 度 中 の

変 動 額 （ 純 額 ）

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

43 △ 43 -

△ 434 △ 434 △ 434

自 己 株 式

そ の 他 利益

剰 余 金

繰 越 利 益

剰 余 金

株 主 資 本

合 計

4 53 - 58 58

△ 0

13

当 期 末 残 高

4 53 - 58 854

55 6 12,769 12,831 30,029

当 期 変 動 額 合 計

29,178

当 期 変 動 額

評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 50 △ 46 12,769 12,773

会計方針の変更を反映した

当 期 首 残 高

16,405

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備金

評　価　・換　算　差　額　等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 土 地 再 評 価 差 額 金

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

資 本 剰 余金

合 計

利 益 剰 余 金

利 益 準 備金
利 益 剰 余金

合 計

-

493493 493

株主資本等変動計算書

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

当 期 変 動 額

当 期 首 残 高 11,336 977 977 494 4,831 5,325 △ 1,234

13 13

955 724△ 230 △ 230

会計方針の変更を反映した

当 期 首 残 高
△ 1,234

795

11,336 977 977 537 4,612 5,150 △ 266 17,197

- - - 43 △ 215 △ 172 968

△0

△ 3

16,402

△ 3

50 △ 46 12,769 12,773 29,175

△ 3 △ 3

11,336 977 977 494 4,828 5,322

△0

724

493

△ 434

-
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個別注記表 

（重要な会計方針に係る事項） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

② その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)を

採用しております。 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法を採用しております。 

(2) デリバティブ 

時価法を採用しております。 

(3) 棚卸資産 

総平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）、2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物、賃貸用店舗については定額法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によってお

ります。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数として、残存価額を零（残価保証がある場合は当該金額）とする定

額法を採用しております。 

(4) 長期前払費用 

定額法を採用しております。 



―23― 

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念   

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員（使用人兼務役員の使用人分を含む）に対して支給する賞与の支出に充てるため、将

来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費

用処理しております。 

(4) 修繕引当金 

長期賃貸契約を締結している大規模商業施設における将来の定期的な修繕に要する支出に備 

えるため、当事業年度に負担すべき金額を計上しております。 

 

４．重要な収益及び費用の計上基準 

 当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当

該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

 

① 繊維セグメント 

繊維セグメントにおいては、主に繊維製品の製造販売を行っております。当該販売につい

ては、顧客に引き渡された時点又は顧客が検収した時点で収益を認識しております。ただし、

当該国内の販売については、出荷時点で収益を認識しております。 

なお、当該販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについて

は、他の当事者が提供する製品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除し

た純額を収益として認識しております。 
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② 産業材セグメント 

産業材セグメントにおいては、主に工業用品、化成品等の製造販売を行っております。当

該販売については、顧客に引き渡された時点又は顧客が検収した時点で収益を認識しており

ます。ただし、当該国内の販売については、出荷時点で収益を認識しております。 

 

③ 不動産・サービスセグメント 

不動産・サービスセグメントにおいては、主に不動産賃貸を行っており、国内のみの取引

となっております。 

不動産賃貸業においては賃貸借契約期間に基づく契約上の収受すべき月当たりの賃借料を

基準として、その経過期間に対応する賃借料を計上しております。 

 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務

等については、振当処理を行っております。また、金利スワップについては特例処理の要件

を満たしている場合は、特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段     ヘッジ対象 

為替予約      外貨建予定取引 

金利スワップ    借入金 

③ ヘッジの方針 

為替レート変動によるリスク及び有利子負債の金利変動に対するリスクをヘッジする目的

で行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象について、それぞれの既に経過した期間におけるキャッシュ・フ

ロー累計額を比較して有効性の判定を行っております。 

ただし、為替予約については、すべて将来の購入予定等に基づいており、外貨建予定取引

の実行可能性が極めて高いため、有効性の判定を省略しております。 

また、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の判定を省略しております。 

(2) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

(3) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。

ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグ

ループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行
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われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適

用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効

果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項

の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づ

いております。 

なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法

人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場

合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）を適用する

予定であります。 

(4) 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法

は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

 

（会計方針の変更） 

連結注記表（会計方針の変更）に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。 

 

（表示方法の変更） 

前事業年度において「営業外収益」の「雑収入」に含めておりました「業務受託料」（前事業年度

21百万円）については、重要性が高まったため、当事業年度においては区分掲記しております。 

 

（重要な会計上の見積り） 

固定資産の減損 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

① 減損の兆候が識別され、当事業年度に減損損失を計上した資産グループ 

該当事項はありません。 

② 減損の兆候が識別されたものの、当事業年度に減損損失を計上していない資産グループ 

固定資産帳簿価額 

繊維部門 1,306百万円 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

当社は減損損失の算定に当たり、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローを生み出

す最小の単位に基づきグルーピングを行っております。遊休資産については、物件単位ごとに

グルーピングを行っております。 

減損の兆候判定については、資産又は資産グループの営業損益が継続してマイナスとなった

場合、収益性の低下、時価が著しく下落した場合等に減損の兆候があるものとしています。 

減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから得られる

割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しています。 

なお、上記資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却価
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額の算定においては、主として不動産鑑定士による鑑定評価額を合理的に算定された価額とし、

当該鑑定評価額から、過去実績などを参考に合理的に見積もった処分費用見込額を控除してお

ります。 

そのため、鑑定評価の前提となった対象物件周辺の不動産市況悪化等が発生した場合、翌事

業年度以降の計算書類において減損損失が発生する可能性があります。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保に供している資産 

 土地 26,432百万円 

 建物等 10,740 

 預金（質権） 323 

           計 37,495 

        うち工場財団    (6,449) 

 

担保に係る債務 

 金融機関からの借入金 13,698百万円 

 預り敷金・保証金（返済１年以内のものを含む） 4,047 

           計 17,746 

なお、その他（投資その他の資産）10百万円を関税法に基づく輸入許可前引取り承認制度と

して担保に差入れており、対応する債務はありません。 

２．有形固定資産の減価償却累計額 37,690百万円 

減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。 

３．保証債務 

下記の会社の借入金及び営業取引に対し債務保証を行っております。 

 株式会社マーメイドスポーツ 30百万円 

 株式会社マーメイドテキスタイル 77 

 インダストリーインドネシア  

           計 107 

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

(1) 短期金銭債権 2,185百万円

(2) 短期金銭債務 3,010百万円

(3) 長期金銭債権 －百万円

(4) 長期金銭債務 24百万円

５．土地の再評価 

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関
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する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日改正）に基づき事業用土地の再評価を行い、

当該再評価差額のうち、法人税その他の利益に関連する金額を課税基準とする税金に相当する金

額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額

を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に

定める「地方税法」（昭和25年法律第226号）第341条第10号の土地課税台帳または同条第11号の

土地補充課税台帳に登録されている価格に合理的な調整を行って算出しております。 

再評価を行った年月日 

2000年３月31日 

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

12,296百万円 

 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高 7,215百万円

仕入高 4,253百万円

その他 472百万円

営業取引以外の取引による取引高 

営業外収益 111百万円

営業外費用 205百万円

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度期末 

普通株式 1,021,908株 1,071株 796,316株 226,663株 

        （注）普通株式の自己株式には、信託が保有する自社の株式が、当事業年度期首に77,454株、 

当事業年度期末に64,782株含まれています。 

 (変動事由の概要) 

          増加数の内訳は、次のとおりであります。 

        単元未満株式の買取請求による増加                           1,071株 

        減少数の内訳は、次のとおりであります。 

株式給付信託からの株式の給付による減少                    12,672株 

新内外綿株式会社との株式交換による減少                   598,684株 

株式会社マーメイド広海との株式交換による減少             184,960株  



―28― 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳 

（繰延税金資産） 

 賞与引当金 120百万円 

 退職給付引当金 1,554 

 有価証券評価損 1,729 

 その他 342 

  繰延税金資産小計 3,747 

 評価性引当額 △1,935 

  繰延税金資産合計 1,812 

（繰延税金負債） 

 その他有価証券評価差額金 23百万円 

 繰延ヘッジ利益 18 

  繰延税金負債合計 41 

  繰延税金資産の純額 1,770 

（再評価に係る繰延税金負債） 

 土地再評価差額金（損） 207百万円 

 評価性引当額 △207 

 土地再評価差額金（益） 5,924 

  再評価に係る繰延税金負債の純額 5,924 

 

（収益認識に関する注記） 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類注記表（収益認

識に関する注記）に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

子会社等 

種 類 会 社 等 の 名 称 

関   係   内   容 

取  引  の  内  容 
取引金額 

(百万円) 
科  目 

期末残高 

(百万円) 
役 員 の 

兼 任 等 

事  業  上 

の  関  係 

子会社 敷 島 カ ン バ ス 株 式 会 社 あり 
当社製品

の販売 
当社製品の販売（※１） 5,270 売掛金 1,333 

子会社 株 式 会 社 シ キ ボ ウ 江 南 あり 
当社製品

の加工 
担保の受入（※２） 2,894 － － 

子会社 株 式 会 社 シ キ ボ ウ 堺 あり 
当社製品

の加工 
担保の受入（※２） 3,714 － － 

(注) １．上記の３子会社の議決権は、いずれも当社が100％直接所有しております。 

     ２．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

     ３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(※１) 一般的な市場価格を勘案し、取引価格を決定しております。 

(※２) 担保の受入は、当社の金融機関からの借入に対して、子会社から担保が提供されている

ものであります。 
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（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 2,592円31銭 

１株当たり当期純利益 43円96銭 

(注) 株式報酬制度（役員向け株式給付信託）に関する株式会社日本カストディ銀行（信託口）

が所有する自社の株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する

自己株式数に含めており、また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算に

おいて控除する自己株式に含めております。 

１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当事業年度は

64,782株であり、１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株

式数は、当事業年度は68,681株であります。 


